















































福祉社会」が 目標に掲げられている。そして,1982年の第3次 答申では 「活力
















対して 「自由経済体制」の国際競争のなかで,い かに勝ち抜 く社会をつ くるべ
きか,と いう思想を国民の当然の承認 として福祉社会論を展開しているところ
である。その論理が,経済危機による財源問題に対置され民間活力の導入,自
立自助の強制,公 的責任回避 と民間分野の拡大とい う流れに国民を納得させた







の脈絡から判断 して,お もに,理 想的な福祉社会を実現させるとい うより,経
済効率的な観点か ら地域福祉論を用いようとしているところである。ここで,







明治以降,日 本において本格的な資本主義の導入 とともに,労 働者の就業形
態 も変化してきた。しかし,その変化によって家庭生活にも様kな 変化を余儀
なくさせてきた要因があるとい}xる。
まず表1で は,第1次 産業の就業者の減少が第3次産業に移行 していること
を確認することができる。このことは,経済生活を続けていく上での稼得方法
を変え,そ のことによって地域間への移転を容易にしまた,生 活 の住 環境,
家族形態,構 造,機 能,生 活スタイルなどに何 らかの影響を与えていることを















































































資料:総 務庁統計局編 「昭和60年国勢調査最終報告書 ・日本の人 口(解 説編)」日本統計協会,1990年
138ページ。
注:役 員は雇用者に含めた。





とは農村 にみ られた大家族形態の変化をもた らし,生産手段を放棄 した家族が
































































































核 家 族 世 帯








































































資料:厚 生省統計情報部編 「平成2年 国民生活基礎調査」1991年,30,120^121ページ。



































































現在多 くの人は,賃 金労働者として雇用されてお り,しかも,「終身雇用」











意識を持っているのかを検討すると,人 口問題審議会の 「人 口と家族に関する
特別委員会」報告書によると,高齢化社会における家族政策 として①結婚しや
すい環境づ くり,住宅事情の改善などの 「家族形成(結 婚)に 関する支援策」
②住宅の改善,児 童手当の見直 し,教育費の軽減,育 児休業の普及,保 育の充
実など 「出産 ・育児に関する支援策」③大幅な時短,週休2日 制の推進といっ

































「多次元的なもので,消 極的には貧困 ・病気 ・不安か らの開放,積極的には:豊










かかわろ うとしているのかが問題である。つ まり,資本制社会における 「家族」
の生活資材の獲得者たる,「労働者」の社会的規制が 「家族」の生活条件を規
定 させ,そ の 「家族」が社会の構成単位 として存在している限 り,「社会の協
力」は積極的でなけれぽならないはずである。
ここでは,森 岡氏が主張する 「家族」の定義が,支障な く機能していない現
実を 「労働運動」の必然性に求めるのであって,「運動」をなお も必要 として













み られ,災 害や家族における,問題はみられなかった。8)また,非 独占中小企
業労働者家庭では,家族構成に大きな変化はないが,夫の他に妻と子,父 や母
が総出で働 く多就労形態で世帯の生活を維持してお り,劣悪な労働環境の中で
多発する傷病,た びたび襲 う失業と転職の生活史の途中で,絶 えず家族解体の
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危機にさらされ,生 活周期にもずれがあらわれはじめ,独 占企業労働者 とは,
大きな賃金の格差が生じている。9)さらに,日雇い労働者家庭では,家族構成





はなく,雇用の偶然性 ・不安定性 と,これにともな う移動性 という条件は,実
は 日雇い労働者だけのものではなく,常雇身分の労働者に見られる終身雇用制,
年功序列賃金,ボ ーナスおよび退職金制度は,労務管理の一貫 として実施され
ているにすぎず,賃 労働の本質は日雇労働に象徴 されてお り,常雇階層は労務
管理的来雑物があるために安定を錯覚しているだけであり,今 日独占企業にさ
え採用されはじめた 「選択定年制」や 「出向」,不況業種間に進められている
「希望退職」や 「指名解雇」は,賃 労働がその本質において不安定で予測 しが
たいものであることを露呈しているit)といえる。





























このよ うに,判例による解釈では,賃 金労働者が家庭を基盤 とする勤務地を
決定する権利は認められず,養 育権に関する問題も,主たる生計者たる父親は,
会社での賃金獲得に従事することが主たる役割で,家庭での養育は一・方的にそ






また,単 身赴任制度は現代の 「出稼ぎ労働」とまで言われているが,そ の背
景に 「家」を守る 「女性」の存在を抜きにしては考}る ことができないとい}
る。 しか し,前記のように,日 本的慣行 とまで言われるようになった 「終身雇
用」 「年功序列」 といった制度は,そ の本質において,いつでも経営者サイ ド
で変更できる内容であ り,経営の悪化を理由とする 「減量経営」下では,雇用















i1.名 称 1介護鰈 制度
内 容
2.対 象 者
3.休 業 期 間
4.手 続
5.給 与 関 係


























項 目 内 容
.名 称 介護勤務制度
2.対 象 者
3,申 出 手 続
4.期 間
5.勤 務 形 態
6.賃金等の取扱い
介護勤務制度を希望する社員(見 習社員を除 く)で,配 偶者また
は2親 等以内の者が罹病し,本人以外に介護する者がいないとい
うやむを得ない事情がある者 とする。











噛 辭 数の劇 介護鏃 黼 蠍 辭 数に通算する・
8.轍有 給休剛 半日鮴 は齟 除外とする・
喉 施 目11992年4月16日より靆 する・




















民主的な職場環境が容易につ くり出せない構造を持ち,し かも,今 日まで多 く
の国民が支持してきた内容が大きな転換を迫られていることを意味していると
いえる。
















付水準 も西 ・北欧に比べて非常に低 く,このことは生活保護における親族扶養













ることに よる年金の格差を決定させ,し かも男性中心の雇用体系であった 日本

























お わ り に
日本社会の構造的問題点を検証 してい くなかで,そ の矛盾 と現代の人間疎外






市民権の理念が再評価 されている。T・H・ マーシャルの 「citizenship」の
思想はその代表的なものである。その概念のなかに,「community」に関する
内容が述べ られてお り,日本では 「地域共同体」と訳されているのが一般的で
ある。しか し,かれは市民権を成立させ る基盤 となるのは,地 域社会や労働組
合,同 職団体などの職能団体なども含めたものを意味 してお り,「共同社会」
と理解されているところにその真意が隠されている。つま り,地域福祉を特定
地域内でのサーヴィス供給システム構築の単位 として捉えず,権 利基盤の社会
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